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「法制事務のデジタル化及び法令データの整備・利活用に関する調査・実証」の実施状況

1. 法制事務の業務分析：法制事務のデジタル化に当たり、膨大な手作業や人海戦術で行われていると指摘されることもあ
る法制事務の現場の非効率性や負担の実態を把握・分析し、法制事務における課題を解決するための方策や法制事務の
デジタル化のために有益と思われる方法を提示するため、各府省庁の法制事務業務フローの実態調査ヒアリング等を実
施。

2. 法制事務エディタのプロトタイピング・ユーザテスト：改正後の溶け込み条文データを直接編集できるエディタシステ
ムにおいて改正作業を行うケースにおける編集機能、新旧対照表や改め文等の自動生成機能、整合性チェック機能など
の機能案・イメージについて、法制執務経験を有する職員によるユーザテストを実施し、操作性、機能性、コンセプト
等について検証を行い、今後検討が必要な観点等についての確認や意見聴取を実施。

3. 法令等データの公開APIの機能拡張：法令等データの公開APIの機能拡張についてニーズ調査・プロトタイピングを実
施。

4. 法令等データの公開UIの検討：法令等データをより利便性が高い形で公開するため、公開法令APIを利用したUIの検討
を実施。

5. アーキテクチャやデータ構造の検証：施行期日の不確定性を考慮した溶け込み条文のバージョン管理の仕組みを踏まえ
たデータ構造の設計やアーキテクチャについて検証を実施。

6. デジタル法制の現状・未来に関する調査研究：法制事務のデジタル化や法令等データの利活用が現在どのように取り組
まれているか、検討を進めていくためにどういった技術が必要とされ、今後社会に対してどういった影響が生じうるか
を調査するために、「デジタル法制ロードマップ」に即した分析等を実施。
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法制事務の業務分析の概要

（１）実施目的
ヒアリング調査により、法案の立案及び審査に関わった法制事務担当者から、体験に基づく話を伺うことで、法制事務全体の業務フロ

ーを把握し、担当者が実感した負担や立案業務・審査業務の効率性に関する課題や改善点の顕在化を行い、それらを調査分析することに
より、デジタル技術を活用することによる業務負担の軽減・作業の効率化や、法制事務の新たな業務フローの提案を行う。また、法令改
正業務の効率化に資するエディタのプロトタイピングにつなげる。

（２）実施概要
● 一つの法案当たり、統括担当者、立案担当者、審査担当者を対象に基本的に全3回のヒアリングを実施。
● ヒアリング実施回数は５法令14回。ヒアリングを受けていただいた延べ人数は18名。

（３）ヒアリングを実施した法律
※①一部改正法か新規制定法か、②被改正法律が単一なのか複数なのか、③被改正法律が複数である場合に当該法律を所管する部署が単
一の府省庁に限られるのか複数府省庁に及ぶのかによって、業務フローに違いが生じるのではないかとの仮説から、下記５法律について
ヒアリングを実施。

● デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律（令和５年法律第63号
（①6/20②6/22実施）【多数の法律を改正する一括法（束ね法）】

● 情報通信技術を利用する方法による国の歳入等の納付に関する法律（令和4年法律第39号）【新規制定法】（①7/25 ②7/27 ③7/28実施）

● 地方自治法の一部を改正する法律（令和5年法律第19号）【一法律に係る一部改正法（複数部署による改正）】（①7/27 ②8/2 ③8/3
実施）

● 所得税法等の一部を改正する法律（令和5年法律第3号）【複数法律の一部改正法】（①②8/31 ③9/14実施）
● 不正競争防止法等の一部を改正する法律（令和5年法律第51号） 【複数法律の一部改正法】（①9/5 ②9/7 ③9/13実施）

法制事務のデジタル化に当たり、膨大な手作業や人海戦術で行われていると指摘されることもある法制事務の現場の非効率
性や負担の実態を把握・分析し、法制事務における課題を解決するための方策や法制事務のデジタル化のために有益と思われ
る方法を提示するため、各府省庁の法制事務業務フローの実態調査ヒアリングを実施。

また、ヒアリング結果をもとに業務内容を洗い出し、法制事務における作業に要した時間を把握するためのアンケート調査
を実施することとし、現状についての定量的測定及び効果の定量的な推定について分析を進める予定。

これまでの実施概要は以下のとおり。
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ヒアリングにおいて指摘された法制事務の主な課題

● 法制事務では、条文案や関係資料における字下げ（配字）、禁則処理、字数・行数、行間等に関して縦書きでの厳密な体
裁が要請されることから、内閣法制局の予備審査を受ける各種文書や閣議請議に用いる5点セット（要綱、案文、理由、
新旧対照表及び参照条文）の編集に用いるツールを使いこなすことに時間と労力がかかっているとの指摘があった。

● 担当者は「旧」の条文を確定するのに苦労するなど、新旧対照表の「旧」に当たる改正前条文に関する課題が各法案共通
にみられた。「旧」の状態は施行日によって変化し、施行日は検討過程で変わり得るため、変更の度に各種資料の修正作
業が発生することが分かった。

● 条文の修正を行う度に用例の確認作業が発生し、改正規定の用例の調査も含め適切な用例を見つけるのに多くの時間を費
やしている状況がうかがえた。

● 各種資料の点検に関する作業について、特に改正前の条文、案文及び新旧対照表の内容が一致しているかどうかについて
は、重点的に、かつ、複層的に点検が行われている。それらの点検方法の一つとして従来から行われている読み合わせ作
業には、多くの人員と時間が費やされている状況がうかがえた。

● 内閣法制局予備審査においては、審査用に提出する資料の種類が多くかつ大部であり、その作成・印刷等に時間を要する
といった指摘や、内閣法制局の修正指示などに関する特有のルールに負担を感じるといった指摘があった。また、内閣法
制局へ提出する資料の体裁が府省庁によって異なり、ハネ改正など他府省庁所管の法改正を伴う場合には、取りまとめ府
省庁と関係府省庁間で体裁の修正を行うためだけの作業が発生しているとの指摘があった。

● 法案参考資料として国会に提出する資料（白表紙：提案理由説明、要綱、穴あき法案＋理由、新旧対照表及び参照条文）
の作成についても、チェック作業に多くの時間を要しており、負担の大きな要因の一つになっているといった指摘があっ
た。
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法制事務の業務フローの概要

附則起案（ハネ
改正等含む。）
（手動）

本則起案
（手動）

起案用新旧対
照表の作成
（手動）

用例検索・用
字用語チェッ
ク・引用関係
チェック

改正対象条文
の洗い出し

本則での改正
の対象となる
法律の整理
（リスト化）

施行日の
判断・変
更

ヒアリングに先立ち、法案の検討から国会提出までの法制事務の業務フロー図を作成（一部抜粋）
※ ：作業項目、 ：作業方法、 ：主な利用ツール、 ：法案によっては発生する業務

複数人での
分担作業

各省の条文・
資料を担当ご
とに確認（整
合性対応）

マスタファ
イルへの統

合

審査用各種資料の作成（参照条文・用例集等）

施行日
の確定

法律案
審査

５点セット
の審査（イ
ンデント等

審査用
資料の
審査

府省庁内審査部署

原案作成（立案担当部署）

各資料の
読み合わ
せ

・概要紙
・5点セット
・白表紙
・あらまし

の作成（手
動）

チーム内部チェック
（目検・読み合わせ等）

内閣法制局予備審査

担当参事官
①

担当部長
①

長官

次長

担当部長
②・担当参
事官②
（下審査）

関係府省庁間で調整

e-LAWS
e-LAWS e-LAWS

一太郎 一太郎 一太郎
一太郎
Word

一太郎・Word・Excel等

修正があればその都度反映させた
ものを作成して提出し、審査を受
けるということを繰り返す。
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法制事務エディタのプロトタイピング・ユーザテストの概要

日時：2023年９月28日（木） ２時間のテストを３ターム実施 

対象：法制執務経験を有する各省庁職員８名

内容： 

1. 仮定の法改正シナリオに基づき、第一法規・FRAIMが保有する既存エディタシステム（ASA/LAWGUE）を用いて編

集作業（溶け込み条文に対する見え消し方式での編集作業、新旧対照表、改め文の作成等）を実施し、法制事務の実

務の観点から、機能や操作性などを評価

2. 未施行の条文と改正が衝突する仮定の法改正シナリオに基づいた画面遷移（ぺーパープロトタイプ（注））を体験し、

法制事務の実務の観点から、機能や操作性などを評価 

改正後の溶け込み条文データを直接編集できるエディタシステムにおいて改正作業を行うケースにおける
・編集機能
・新旧対照表や改め文等の自動生成機能
・整合性チェック機能 など

の機能案・画面イメージについて、法制執務経験を有する職員によるユーザテストを実施し、操作性、機能性、
コンセプト等について検証を行い、今後検討が必要な観点等についての確認や意見聴取を行った。

7

（注）ぺーパープロトタイプ：システム構築前段階として試作した、ユーザの操作画面のイメージ（案）



既存エディタによるユーザテストの概要 1/5

8

タスク実施前 タスク実施後

改正対象法令に対して、条の追加とそれに伴う繰り下げの編集等を実施。
条の追加に伴い、自動で必要な繰り下げが行われ、改め文が自動で生成されることを確認した。

編集箇所が見え消し
で表現される

改め文が
自動生成される

※第 回ユーザテストで使用したASAの画面イメージ



既存エディタによるユーザテストの概要 2/5

9

タスク実施前 タスク実施後

改正対象法令に対して入れた見え消し編集の結果から、新旧対照表のPDFを自動出力を実施。
改正内容に対応した縦書きの新旧対照表PDFを出力できることを確認した。

縦書きの新旧対照表
を出力

※第 回ユーザテストで使用したASAの画面イメージ



既存エディタによるユーザテストの概要 3/5

10

タスク実施前 タスク実施後

改正対象法令に対して入れた見え消し編集の結果から、用字用語のチェック、改正による自法令及び他法令への影響判定、
溶け込み条文の構造チェックなどが自動で実行され、チェック結果が確認できることを確認した。

用字用語のチェック、改正による自法令及び
他法令への影響判定、溶け込み条文の構造チ
ェックなどが編集ワークフローの中で自動実
行され、適切なチェック結果を出力

※第 回ユーザテストで使用したASAの画面イメージ



既存エディタによるユーザテストの概要 4/5

11

タスク実施前 タスク実施後

改正対象法令に対して入れた見え消し編集を行う画面上で、用例検索を実施。
法令種別等のフィルタリングを含めた条文の検索が行えることを確認した。

※第 回ユーザテストで使用したLAWGUEの画面イメージ



既存エディタによるユーザテストの概要 5/5

12

タスク実施前 タスク実施後

編集前後の変更差分の内容を確認する画面

改正対象法令に対する変更内容について、任意の２つの施行時期におけるバージョン同士の変更差分の比較を実施。
左右に変更前後の条文が並び、変更箇所が可視化された画面で変更差分の内容を確認した。

※第 回ユーザテストで使用したLAWGUEの画面イメージ



ペーパープロトタイプを用いたユーザテストの概要 1/3

13

法改正（既存の法令の一部改正）を行うプロジェクトをシステム上で作成し、改正対象法令の登録作業を実施。

※第 回ユーザテスト用に作成した画面イメージ（ペーパープロトタイプ）

プロジェクトを作成する画面

改正対象の法令を登録する画面



ペーパープロトタイプを用いたユーザテストの概要 2/3
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改正対象法令に対する改正作業を実施するために、編集対象とする、想定される改正法施行日の直前の法令データを選択し、
見え消し編集と整合性チェックの結果を確認する作業を行った。

※第 回ユーザテスト用に作成した画面イメージ（ペーパープロトタイプ）

編集対象とする、想定される改正法施行日の直前の
法令データ選択する画面

整合性チェックの結果を確認する画面



ペーパープロトタイプを用いたユーザテストの概要 3/3

15

改正対象法令を編集する画面上で、用例検索の実施や、新旧対照表形式（左右表示）での変更点確認、改め文・案文の自動生
成作業を行った。

※第 回ユーザテスト用に作成した画面イメージ（ペーパープロトタイプ）

用例を検索する画面

新旧対照表形式で確認する画面

改め文を自動生成する画面



ペーパープロトタイプを用いたユーザテストの概要（整合性チェックのUI ）1/2

改正対象の法令に対して、
溶け込み条文ベースでの編集
（見え消し編集）が可能

編集対象の条文の
施行日時点を可視化

※どの時点の条文を編集し
ているかを明確にする

今回の改正により、未施行
の改正が溶け込まなくなる
可能性がある場合に、
自動で競合検知を行うUI
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※第 回ユーザテスト用に作成した画面イメージ（ペーパープロトタイプ）



ペーパープロトタイプを用いたユーザテストの概要（整合性チェックのUI ）2/2

17

未施行の改正内容が緑字で見え消
し表示されることで、溶け込み後
の条文の状態を確認することがで

きるUI

※第 回ユーザテスト用に作成した画面イメージ（ペーパープロトタイプ）



第1回ユーザテストの実施結果サマリー（参加者からの意見等の総評・主な課題点）1/2

● 総評

○ 既存システム（ASAとLAWGUE）について、特に評価されたポイントは、チェック機能（特に他法令/自法令の引用チェッ

クや用字用語チェック）、改め文の自動出力機能、新旧対照表の出力機能。

○ テストシナリオに入っていない改正パターン（具体的には一部改正法の一部改正）についても確認したい。

● チェック機能

○ 審査視点としてはASAのチェック機能（特に引用チェックなど）が有効だと思った。

○ 法令審査支援システムでは、改め文をシステムで溶け込ませた条文に対して引用点検を実施しているが、改め文の溶け込ま

せが正しく行われない場合など、引用点検が正しく機能しないケースがある。その点、このシステムでは、エディタで編集

した条文に対して引用点検を行うので、法令の立案作業における誤り防止に有効だという印象を受けた。今後作るシステム

についても、こうした点検機能を充実させてほしい。

○ 法令審査支援システムでは、定義の点検機能もあるので、本プロトタイプにおいても、同様の機能があるとよい。

○ ASAのチェック機能（特に他法令/自法令の引用チェック）は、立案時の誤り防止の観点で有効である。本PoCによるチェッ

ク機能の充実を期待している。
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第1回ユーザテストの実施結果サマリー（参加者からの意見等の総評・主な課題点）2/2

● 改め文の自動生成機能について

○ 改め文を自動生成する機能について、e-LAWSにも新旧から改め文を自動生成する機能があるが複雑な改正に対応できてい

ないため、今回のPoCでどの程度まで解決されるかに関心がある。

● 案文・新旧対照表の出力について

○ 一太郎形式やWord形式のどちらでもよいので、立案府省庁側が作成した案文を閣議請議書の既定の様式に沿って正しく打

ち出せることが重要だと思う。

○ 新旧対照表の出力について、ユーザテストにおける出力結果は（略）が入った新旧対照表であったが、法制局審査（部長ま

で）では、改正対象ではなくても参考のために（略）としない条文を含む新旧対照表を作成する必要がある場合もあり、こ

のような新旧対照表の出力機能も必要である。

● 未施行条文の改正

○ （ユーザテストの設例中に）未施行条文のデモ（設例）があったが、被験者の方も言っていたとおり、このシステムを法案

作成の最終段階で使うものであるとすると、例えば一部改正法の一部改正に対応できないと実際の業務での利用に堪えられ

ない。

○ これに関連して、ある条項に競合が発生した場合、未施行の改正法令を一部改正をしなければならないが、起案中の法案が

二段ロケット改正方式だった場合で、当該二段ロケットの施行時期の間に別の改正が存在する場合も実際にはよくあるため、

こうした複雑な場合にも対応できることが好ましいと思った。
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今後の検討内容/論点（一部）1/3
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（１）編集対象の条文（新旧対照表の旧の条文）が途中で変更になるケースへの対応
● 法令改正業務においては、複数の施行日を想定して作業を進めることや想定していた施行日が途中で変更になる場合があるため、これに

伴い編集対象の条文にも変更が生じる可能性を考慮する必要がある。
● また、他の法令の施行日の変更や確定に伴って、編集対象の条文の内容に変更が生じる可能性を考慮する必要がある。

＜第１回ユーザテストにより得られた視点＞
● 編集対象となる法令の時点データをユーザに明示的に選択させるUIとシナリオを用意した結果、用語が分かりにくいといったフィードバ

ックはあったが、その他の点については画面に対して初見の人でも迷うことなく画面操作を進められることを確認できた。

＜今後の検討内容/検討に当たっての論点＞
● 想定される改正法施行日の直前の法令データの選択については、明示的にユーザに編集対象となる法令の時点データを選択させる方法と、

想定される施行日を入力することで自動的に編集対象となる法令の時点データが選択される方法の２通りのどちらが適切か、今後のPoC
期間で検討する。

● また、想定される改正法施行日の直前の法令データの選択における課題点として、見え消し編集を途中まで作業した状態で編集対象とな
る法令の時点データを切り替える場合に、時点データの切り替えで別の改正法令が反映されることにより変更された条文の変更箇所と作
業中の見え消し箇所が競合して、機械的に見え消し内容を引き継ぐことができないケースがある。この点は手作業でのマージ作業が必要
になると考えているが、いくつかの解消方法が考えられ、その方法をどのようにUI上で表現し、ユーザの利便性を落とさないようにする
かの検討が必要となる。



今後の検討内容/論点（一部）2/3
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（２）編集対象の条文（新旧対照表の旧の条文）が途中で変更になる等の結果、施行が既に予定されている別
の改正内容が溶け込まなくなることの考慮

＜第１回ユーザテストでの試行内容＞
競合の可能性がある改正内容（起案中の改正によって未施行の改正内容が溶け込まなくなる可能性が検出されるもの）をユーザに実施しても
らい、機能性やUIに対するユーザの反応を観察した。

＜第１回ユーザテストにより得られた視点＞
● 今回実施したのは未施行の改正が正しく溶け込むことを確認する機能のユーザテストであったが、未施行の改正が溶け込まなくなった場

合の対処方法（施行日の変更や、一部改正法の一部改正の実施等）をサポートする機能の必要性を求めるフィードバックがあった。

＜今後の検討内容/検討に当たっての論点＞
● 起案中の改正内容と未施行の改正内容との競合検知の仕組みのために必要なデータ構造やUI等の実現方法を、今後のPoC期間で検討する。
● 主な課題としては、未施行の改正内容が溶け込まなくなることに加えて、溶け込んだとしても日本語として正しく意図した条文内容にな

っているかの確認なども必要であることが挙げられる。このため、機械的な検出に加え、人が確認・判断できるUIの検討が必要であり、
人が確認・判断するために必要な情報は何か、ということを含めた検討が必要である。

このほか、第１回ユーザテストでテストしていない機能等についても業務分析等を踏まえて検討を行い、必要なエディタ機能やUIの開発につ
いて検討を実施。



今後の検討内容/論点（一部） 3/3
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（３）公布前の改正法令による溶け込み条文を編集対象の条文（新旧対照表の旧の条文）とする必要がある場
合に係る課題

法令の改正は、改正法令によって行われるところ、e-LAWSに掲載される溶け込み条文やe-Govに公開される溶け込み条文は、公布され
た改正法令（法律については法案）を前提に法務省司法法制部により改正法を溶け込ませ、溶け込み条文を所管する各府省による確認を
経て作成されているものであり、この工程は正確な法令データを担保するために行われているものである。
一方で、法制事務においては、公布前（法案として国会提出前の場合を含む）の改正法令による溶け込み条文を、編集対象の条文として
使用する必要がある場合があり、この場合においては、上記の作業工程で作成された溶け込み条文が存在していないため、編集対象とす
る法令の正確性を確保するためにどのような管理を行えば良いかの検討が必要となる。
また、当該公布前の改正法令による溶け込み条文が他省庁で検討中の条文を含みうる場合、情報の秘匿性等の関係で、編集段階において
は、他省庁への公開自体が実施できないケースもあり得るとの指摘があった。
また、仮に編集対象の条文に公布前の改正法令による溶け込み条文をシステム上設定できるようにした場合には、エディタ上での編集作
業中に編集対象の条文が頻繁に更新される可能性があり、起案中の改正箇所と編集対象の条文の変更箇所が競合するようなケースの発生
も想定されるため、法令誤りにつながる可能性があるとも考えられる。

＜今後の検討内容/検討に当たっての論点＞
以上のことから、本課題については、今後のヒアリングを通して、実態や現状のワークフローに対する調査を更に進めた上で、検討を進
める予定である。



法令等データの公開APIの機能拡張に向けた取組概要

• 法令データの時系列への対応方法の検討などを中心に行い、広く国民に提供する法令データの公開法令APIの機能拡張につ
いてニーズ調査・プロトタイピングを実施。

• ニーズ吸収と新サービス創出の促進を同時に行うため、データの利用者を交えた公開テストやハッカソンを計画、一部実施
中。

23

● 『法制事務のデジタル化検討チーム第7回会合 資料2』において、「過去時点のデータや、告示等他文書についても対応
できるよう、API整備を検討」「省令以上データの時系列対応など、進めやすいと考えられる範囲からAPI開発・データ
拡充」「できる範囲から段階的に提供を開始し、早期の民間サービス創出、行政運営への活用を促進」とされていること
を踏まえ、公開法令APIの設計・プロトタイプを実施。

● 公開法令APIの設計・プロトタイプを進めるにあたり、リーガルテックに関する企業や法律事務所などの民間ユーザー層
をターゲットに、段階的に設計・プロトタイプを公開しながらのニーズ調査を行いつつ、求められる機能性の情報収集や
改良点の洗い出し、機能改善を実施。

● プロトタイプを用いたサービス開発試行イベント（ハッカソン）や公開ユーザーテスト（公開法令APIプロトタイプの一
般公開）を計画、一部実施中。求められる機能性の情報収集や改良点の洗い出しをしつつ、新サービス創出も目指し現在
も進行中。

● 今回の公開法令APIプロトタイプでは、利用者のメインターゲットであるリーガルテックに関する企業や法律事務所に加
え、シビックテックなどへのニーズ調査（ヒアリング）も行い、OpenAPIを採用したAPI提供の方針で設計・プロトタイ
プを進めており、概ね好意的な意見をいただけている。（OpenAPIについては次ページで解説）



（参考）OpenAPIについて

● OpenAPIとは、OpenAPI Specification（通称OAS）というREST（WEB） APIの記述フォーマットのこと。（今回は提
供するAPIの設計方針からWEB APIの記述フォーマットとして利用）。

● SwaggerUIというOpenAPI向けのオープンソースのユーザーインターフェースに、提供するOASを読み込ませて起動す
ることで、簡単にAPI仕様をWEBページで公開することが可能。（画面イメージについては掲載画像参照）

● openapi-generatorというOpenAPI向けのオープンソースのツールに、提供するOASを読み込ませて実行することで、
APIを用いたプロダクト開発者向けに多様な開発言語に対応したSDK（ソフトウェア開発キット）を容易に準備すること
ができ、開発効率を高めることが可能。
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＜Swagger UIの利点＞
・OASの定義＝APIの仕様と言えるため、OASによりAPI仕様の説明書
類を兼ねることができる

・API利用ユーザーはOASを読み込んだSwaggerUI で「Try it out」＝
お試し実行ができ、リクエストパラメーターの変更をしながらの実際の
挙動を仕様の確認に合わせて行う事ができる

・各種リクエストパラメーターに設定すべき実際のサンプル値も表示さ
れるため、「Try it out」＝お試し実行も迷わずお手軽にできる



法令等データの公開UIの検討に関する取組概要

１．実施事項
（１）PC及びスマートフォン端末で利用できるように法令APIプロトタイプを用いた簡易な法令ビューアUIを開発した。

（２）公開法令APIプロトタイプを念頭に、APIの利用事例を簡潔に示すことができるようUI設計を工夫した。

（３）サンプルコードにおけるAPIの利用方法や利用用途を説明するドキュメントを作成した。

２．開発したUIサンプルで提供している画面
①キーワード検索画面

・キーワード検索APIを利用し、ユーザーが特定のキーワードを利用して法令データを検索できる機能を提供する。

②詳細検索画面

・法令一覧取得APIを利用し、法令名や法令番号、法令種別等の情報を利用して法令データを検索できる機能を提供する。

③法令画面

・法令本文取得API、添付ファイル取得APIを利用し、特定の法令や条文の詳細を閲覧できる機能を提供する。

④沿革一覧画面

・法令履歴一覧取得APIを利用し、法令の改正履歴の沿革を確認できる機能を提供する。

法令等データをより利便性が高い形で公開するため、公開法令APIを利用したUIの検討を実施。公開法令APIプロトタイプの
利用方法を開発者向けに示し、また、公開法令APIを用いたサービス開発検討を支援するための参考サンプルとして、公開法
令APIプロトタイプを用いた簡易な法令ビューアUIを開発し、公開テスト等においてソースコード及びデモ環境の提供を行え
るよう用意した。
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公開UIの例

API仕様書（swagger UI）参照:
APIに関する詳細な情報の参照が出
来る。
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キーワード検索APIを利用する検索画面：
キーワードを利用して法令データの検索が
出来る。

法令一覧取得APIを利用する検索画面：
法令名や法令番号、法令種別等の情報を利
用して法令データの検索が出来る。



アーキテクチャやデータ構造の検証の概要

『法制事務のデジタル化検討チーム第6回会合 資料1』 において議論された、施行期日の不確定性を考慮した法令の溶け込
み条文のバージョン管理の仕組みを踏まえたデータ構造の設計や必要なアーキテクチャの検証を実施した。

具体的な実施内容は下記の通り。
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（１）実施目的
法令改正の業務において、新旧対照表の「旧」にあたる未来の溶け込み条文のバージョン管理を複雑にしている原因（施行

期日の不確定性など）を明らかにするとともに、法令特有のデータ構造を明らかにし、法改正に適した条文データの運用を行
うための土台となる、データ構造を設計する。

（２）方針
ソフトウェアの開発において、バージョン管理に広く利用されている「Git」の仕組みを応用することを念頭に条文の管理を

行い、施行期日の順番前後等、法制事務特有の事情を考慮したバージョン管理のアーキテクチャ・データ構造の設計を行う。

（３）実施項目
①通常のGitの利用に近い方法の検証
②施行期日の不確定性を考慮した方法の検証
● バージョン管理の文脈における業務フローの整理
● バージョン管理を行うためのデータ管理、ディレクトリ構成の検討
● 法令をデータとして管理する際の各データ間の関係性の整理



（参考）Git とは

Gitは、ソフトウェア開発のプロセスで中心的な役割を果たす、ソースコードの変更履歴の管理等に利用するシステムである。2023
年の時点でも、その効率性と信頼性から、世界中の開発者に広く採用されている。

Gitの特徴の一つは、複数の開発者や、複数のチームが異なる場所で作業をしても、それぞれの作業内容（コードの変更点）をスムー
ズに一つのファイルに統合できる「マージ」という機能である。

ソースコードのバージョン管理を手動で行う場合、過去の重要なデータを誤って上書きしてしまうリスクが伴う。これを避けるため
には、チーム間での細やかなコミュニケーションが必要となるが、それには多くの時間とコストがかかる。しかし、Gitを用いることで、
開発者はファイルの変更履歴を容易に追跡できるようになり、コードの書き換えや新しい機能の追加に専念できる環境が提供される。

本 PoC では、法令文書の編集と管理のプロセスにGitの仕組みを応用することを検討している。法令文書もまた、微細な変更が重大
な結果をもたらすため、厳密なバージョン管理が必要不可欠である。Gitを活用することで、手動での煩雑な変更管理から解放され、専
門家たちは条文の精度向上や内容のブラッシュアップにより集中することが可能となる。これが、課題解決に大きく貢献することが期
待される。
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イメージ： Git による編集のマージ組織B が修正した資料

組織A が修正した資料

組織A/B  の行った修正を反映した資料



通常のソフトウェア開発におけるGitの利用を参照したバージョン管理の方法の検証

（１）実施内容

● 単純な字句修正を行う一部改正法令を題材に、被改正法令の修正のバージョン管理をソフトウェア開発における通常の

Gitの利用と同様のフローで実施。当該フローで、法令改正に対応できるかを検証。

（２）実施結果

● 一つの改正法令が一つの被改正法令のみを改正し、かつ、施行期日の前後の変更など、将来の溶け込み条文の修正が生じ

ない限りにおいては、大きな問題はない。

● しかしながら、施行期日の前後などを考慮すると、Gitのコミット（確定した修正に対応）の順序や内容を変更する必要

があり、通常のGit利用とは異なる操作を要するため、Gitが本来持つ利点や利便性が損なわれてしまう。

（３）課題：Git をシンプルに応用できない原因として考えられる要素

１．ソフトウェア開発と異なり、法令同士の依存関係の解決を機械的に行う仕組みが存在しない

２．ソフトウェア開発と異なり、時系列の修正にあたるような、将来の溶け込み条文の修正が行われる

３．施行期日の順序が、改正法令の公布段階でも決まっていない
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施行期日の不確定性を考慮したバージョン管理の方法の検証 1/2

（１）改善方針
法制事務のデジタル化検討チーム第6回会合にて、デジタル庁様から提案のあった「施行期日の不確定性を考慮したデータ

構造」方式に基づいて、どの程度課題が解決できるかを検証する。前ページの課題との対応関係は下記の通り。

１．特定の法令種別による改正の対象となり得る一連の法令（「法律」「政令」などの法種別）を同時にバージョン管理、
また、改正にまつわる依存関係（改正・被改正の関係など）をデータとして管理する。

２．修正後の条文をあらかじめファイルとして用意し、管理することで、施行期日の不確定性を見込んだ溶け込み条文管
理を行う。

３．施行期日の順番前後のパターンをあらかじめ見込んで、各バージョンの溶け込み条文をファイルとして管理する。

（２）現状の進捗
● 字句修正を行う一部改正法令を題材に、改正案の編集段階の業務フローの整理を行った。
● 上記をGitで管理するために必要なデータの整理と、ディレクトリ構造の整理を行った。
● 法令改正における各種データの関係性を整理し、概念図にまとめた。
● 施行期日の組み合わせを管理する仕組みについて検討した。

• 手動であらかじめいくつかの順序を限定し、限定したもののみを管理する方式とした。これは、全てのパターンを機
械的に網羅しようとすると、未施行の改正規定の数に対して、パターン数が指数関数的に増大することからである。
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施行期日の不確定性を考慮したバージョン管理の方法の検証 2/2

（３）Gitで管理する場合の技術的な課題
● 「法律」「政令」などの種別ごとにすべての法令を管理すること、１法令のすべてのバージョンをファイルで管理

すること、改正にまつわる依存関係などもすべて同一のGitリポジトリで管理することから、一つのリポジトリに
大量のファイルが配置されることになる。そのため、性能面の問題が発生することが予想される。

● 巨大なリポジトリ同士の連携（データ同期など）を行う際のパフォーマンス面が懸念される。
● 改正にまつわる依存関係については、検索性を提供するデータベース等を使わず、メタデータをファイルに保存す

る形で管理するため、検索性能に影響を及ぼす可能性がある。
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デジタル法制の現状・未来に関する調査研究の概要

（１）デジタル法制の現状・未来に関する情報の収集・分析

● 法制事務のデジタル化の取組みや、先端技術活用の関係事例について、国内、諸外国における産学官の取組・サービス等
の情報の収集・蓄積・整理を実施。

● 昨年度報告資料（デジタル臨時行政調査会作業部会 法制事務のデジタル化検討チーム（第7回）で中間報告を行った「諸
外国の法制事務のデジタル化に関する先行事例の調査・研究報告書」）における諸外国調査結果や、国内で発表された論
文、国際ワークショップ（JURISIN2023やICAIL2023等）等をきっかけとした情報探索を実施。

● 諸外国情報の調査については、専門家（大学教授や弁護士）や学生の方の協力も得ながら進行。
● 法令等データ利活用・先端技術活用の未来像について、今後リーガルテック企業に対するニーズ調査を実施予定。

（２）デジタル法制ロードマップの精緻化

● デジタル法制ロードマップの各フェーズで求められる技術（その理論動向、 研究開発要素・手法・リソース等）について、
自然言語処理分野からの視点で調査を実施中。

● Rules as CodeやOpenFisca等の諸外国における先行実施分野や、法令テキストを機械実行可能な形式へ変換する先行事
例等について調査を実施中。

● デジタル法制ロードマップのフェーズが進んでいくことにより実現できるサービスや、今後の社会への影響、規制の必要
性等について、公法的分野からの視点で調査を実施中。

法制事務のデジタル化や法令等データの利活用が現在どのように取り組まれているか、検討を進めていくため
にどういった技術が必要とされ、今後社会に対してどういった影響が生じうるかを調査するために、以下のよう
な情報収集や、「デジタル臨時行政調査会作業部会 法制事務のデジタル化検討チーム」でこれまで検討されて
きた「デジタル法制ロードマップ」に即した分析を実施している。

実施概要は以下のとおり。
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産学官の取組み・利用システム・サービス等に関する調査資料（一部抜粋）
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法制事務のデジタル化の取組みや、先端技術活用の関係事例の情報を収集し整理した結果の一例

情報探索を継続しながら内容の向上に努めており、調査分析の基礎情報としても利用している。



本調査・実証の今後のスケジュール
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年月 主な予定

2023年10月 類似するワークフロー調査（通知通達・条例等）／告示のデータ構造関連調査／法令
API公開テスト（1回目）／エディタ検討／産学官調査研究 等

2023年11月
法令APIハッカソン／法令立案府省庁以外のステークホルダーへのヒアリング／図・様
式データ構造案検討／エディタ検討・UI設計・プロトタイピング／産学官調査研究／定
量的測定 等

2023年12月
エディタユーザーテスト（2回目）／改正パターン分析／エディタ検討・UI設計／デー
タ構造設計／バージョン管理検討／法令API設計・UI検討／諸外国追加調査結果・デジ
タル法制ロードマップの精緻化に関する調査結果集約／第3サイクル報告会 等

2024年1月 業務分析の継続・精緻化／エディタUI改善・プロトタイピング／データ構造試作／法令
API設計・UI検討 等

2024年2月 業務分析の継続・精緻化／エディタUI改善・プロトタイピング／データ構造試作／法令
API公開テスト（2回目） 等

2024年3月 エディタユーザーテスト（3回目）／各種ドキュメンテーション
最終報告会
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